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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 1,165 83.4 △2,243 － △2,878 － △2,879 －

2025年３月期第１四半期 635 △22.1 △2,295 － △1,576 － △1,579 －

（注）包括利益 2026年３月期第１四半期 △3,251百万円（－％） 2025年３月期第１四半期 △1,737百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 △27.22 －

2025年３月期第１四半期 △16.95 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 38,964 3,775 9.4

2025年３月期 27,189 7,007 25.4

（参考）自己資本 2026年３月期第１四半期 3,666百万円 2025年３月期 6,898百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年３月期 －

2026年３月期（予想） 0.00 － 0.00 0.00

（％表示は対前期）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,200 30.7 △11,500 － △8,300 － △8,300 － △78.45

１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（注）１．2025年３月期第１四半期及び2026年３月期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期１Ｑ 105,865,803株 2025年３月期 105,675,203株

②  期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 55株 2025年３月期 55株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 105,796,042株 2025年３月期１Ｑ 93,143,151株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項については、添付資料Ｐ．３「１．当四
半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法）
　当社は、2025年８月８日（金）に機関投資家及び証券アナリスト向けに決算説明会の開催を予定しており、当日使
用する決算説明会資料は、当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当社グループは、人類の生活圏を宇宙に広げ、持続的な世界を実現するべく、「Expand our planet. Expand 

our future.」をビジョンに掲げ、月面開発の事業化に取り組んでいる次世代の民間宇宙企業です。

　当第１連結四半期会計期間における世界経済は、地政学リスクへの懸念が依然として収まらない中、米国のド

ナルド・トランプ大統領による第二次政権において関税措置を始めとする強行な新政策発動の影響により、世界

的な景気後退への懸念とそれに伴う不安定な資本市場及び為替の変動等により、見通しが大変不透明な状況が続

いております。

　当社グループが属する宇宙資源開発の分野では、特に米国での第二次トランプ政権において、アメリカ航空宇

宙局（the National Aeronautics and Space Administration、以下「NASA」という。）の2026年度予算の大幅

な削減やそれに伴う一部大型プロジェクトの中止が発表され、それらが一因で生じたと推察される多くのNASA職

員の早期退職申し出など、依然として先行きが不透明な状況です。その一方、同政権下での月面関連の計画に関

しては、有人月探査計画「Artemis Program（アルテミス計画）」を民間企業の活用を通じてより効率的に継続

実施すること、並びにNASA商業月面輸送サービス（CLPS）は2025年度の予算要求と概ね同等の250百万米ドルが

付くことが計画されており、民間企業を活用した宇宙政策の積極的な推進や月面探査活動の継続が確認されてい

ます。政策の変動が激しい第二次トランプ政権下の動向について、今後も注視してまいります。

　日本政府においても、宇宙分野の民間企業等を後押しする動きが加速しております。中でも2023年11月に設置

された、10年間で総額１兆円規模の支援を行う「宇宙戦略基金」については、その第１期の技術開発テーマのひ

とつ「月面の水資源探査技術（センシング技術）の開発・実証」（支援規模：64億円。内、当社受領金額は代表

機関との委託契約締結時に確定予定）において当社が中核的連携機関として参画する研究開発課題が採択されて

おります。更に、2025年３月には、第２期も同様に3,000億円の予算の下公募テーマが公表され、同年７月には

「月極域における高精度着陸技術」（支援規模：200億円）の公募が開始され、当社は応札に向けて鋭意準備を

進めております。

　このような状況の中、当社においては、ミッション１と同様のモデルである「RESILIENCEランダー」を使用し

たミッション２の月面着陸に再挑戦いたしました。ミッション１及び２で同じモデルを使用することで、開発期

間や開発コスト等において飛躍的な効率化を実現し、月面着陸挑戦に至るまで、設定した10個のマイルストーン

の内、８段階目となるSuccess ８（月周回軌道でのすべての軌道制御マヌーバの完了）までを順調に達成してお

りました。2025年６月６日に挑んだSuccess ９（月面着陸の完了）では、フェーズ４（Success ９における６つ

のフェーズの内、減速噴射及び姿勢変更を行うフェーズ）まで完了し、ランダーは垂直姿勢を確立した状態で降

下を続けたものの、着陸予定時刻の約２分前にテレメトリが途絶し、ランダーは最終的に月面へハードランディ

ングいたしました。当ミッション２で締結していたペイロード契約は合計５件・総額16百万米ドルですが、着陸

未達により受領出来ない金額は1.5百万米ドルとなり、売上に計上する金額は合計14.5百万米ドルです。今回の

問題個所はレーザーレンジファインダーのハードウェア異常と特定しており、後続ミッションに向けてはレーザ

ーレンジファインダーの選定や試験計画等を見直し、外部専門家との連携も更に強化し改善を反映してまいりま

す。本件に関するより詳細な内容は、本日開示の「2026年3月期Q1 決算説明資料」及び2025年６月24日開示の

「Mission 2 "SMBC x HAKUTO-R VENTURE MOON" 技術要因分析の報告会資料」をご参照ください。なお、当第１

四半期会計期間ではミッション２で契約していたデータサービス契約に基づき、当社として初となるデータサー

ビス売上23百万円を計上いたしました。

　また、当社米国子会社で開発する「APEX1.0ランダー」を使用するミッション３については、2027年の打上げ

に向け、APEX 1.0ランダーの各サブシステムの試験が予定通り進行しております。並びに、ミッション４におい

ても、2027年に打ち上げを予定している「シリーズ３ランダー（仮称）」の開発に関して、熱構造モデルを用い

た試験に向けた準備を行っており順調に進んでおります。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は1,165,754千円（前年同期比83.4％増）、営業損失

は2,243,460千円（前年同期は2,295,245千円の営業損失）、経常損失は2,878,585千円（前年同期は1,576,020千

円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失は2,879,535千円（前年同期は1,579,112千円の親会社株主

に帰属する四半期純損失）となりました。

　なお、当社グループの事業は月面開発事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。
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（２）財政状態に関する説明

（流動資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は30,742,900千円で、前連結会計年度末に比べて

11,674,950千円増加しております。これは主に、現金及び預金が13,343,150千円増加したことによるものでありま

す。

（固定資産）

　当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は8,221,707千円で、前連結会計年度末に比べて100,527千

円増加しております。これは主に、長期前渡金が112,138千円増加した一方で、建設仮勘定が23,230千円減少した

ことによるものであります。

（流動負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は3,896,101千円で、前連結会計年度末に比べて41,188千

円増加しております。これは主に、短期借入金が500,000千円増加した一方で、契約負債が374,989千円減少したこ

とによるものであります。

（固定負債）

　当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は31,293,118千円で、前連結会計年度末に比べて

14,966,488千円増加しております。これは主に、長期借入金が14,999,351千円増加したことによるものでありま

す。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は3,775,388千円で、前連結会計年度末に比べて3,232,198千

円減少しております。これは主に、利益剰余金が2,879,535千円減少したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想については、2025年５月９日の「2025年３月期　決算短信」で公表いたしました通期の連結業績予

想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2025年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,117,557 26,460,708

売掛金 1,544,814 257,351

前渡金 3,620,712 3,358,816

仕掛品 255,886 261,638

その他 562,552 462,596

貸倒引当金 △33,573 △58,211

流動資産合計 19,067,950 30,742,900

固定資産

有形固定資産

建設仮勘定 4,011,915 3,988,685

その他 847,503 816,238

有形固定資産合計 4,859,419 4,804,923

無形固定資産 89,083 77,474

投資その他の資産

長期前渡金 2,997,900 3,110,039

その他 174,775 229,269

投資その他の資産合計 3,172,676 3,339,308

固定資産合計 8,121,179 8,221,707

資産合計 27,189,129 38,964,607

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2025年６月30日）

負債の部

流動負債

短期借入金 － 500,000

契約負債 2,695,528 2,320,539

受注損失引当金 106,005 101,587

株式報酬引当金 11,628 16,091

その他 1,041,749 957,883

流動負債合計 3,854,912 3,896,101

固定負債

長期借入金 16,096,275 31,095,626

株式報酬引当金 1,335 3,022

その他 229,018 194,468

固定負債合計 16,326,629 31,293,118

負債合計 20,181,542 35,189,219

純資産の部

株主資本

資本金 11,542,332 11,560,167

新株式申込証拠金 18,508 2,613

資本剰余金 11,449,310 11,467,145

利益剰余金 △16,927,703 △19,807,238

自己株式 △65 △65

株主資本合計 6,082,382 3,222,621

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 815,926 443,528

その他の包括利益累計額合計 815,926 443,528

新株予約権 109,278 109,239

純資産合計 7,007,587 3,775,388

負債純資産合計 27,189,129 38,964,607
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

売上高 635,525 1,165,754

売上原価 528,152 933,794

売上総利益 107,373 231,960

販売費及び一般管理費 2,402,618 2,475,420

営業損失（△） △2,295,245 △2,243,460

営業外収益

受取利息 15,247 30,367

為替差益 858,934 －

その他 29,344 20

営業外収益合計 903,526 30,388

営業外費用

支払利息 181,660 356,996

為替差損 － 304,411

その他 2,641 4,105

営業外費用合計 184,301 665,513

経常損失（△） △1,576,020 △2,878,585

特別損失

固定資産除却損 923 0

特別損失合計 923 0

税金等調整前四半期純損失（△） △1,576,944 △2,878,585

法人税、住民税及び事業税 2,168 950

法人税等合計 2,168 950

四半期純損失（△） △1,579,112 △2,879,535

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △1,579,112 △2,879,535

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

四半期純損失（△） △1,579,112 △2,879,535

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △158,512 △372,398

その他の包括利益合計 △158,512 △372,398

四半期包括利益 △1,737,624 △3,251,933

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,737,624 △3,251,933

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

財務制限条項

前連結会計年度（2025年３月31日）

(1) 当連結会計年度末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通り財務制限

条項が付されております。

2023年11月10日契約（当連結会計年度末残高1,331,730千円）

①各四半期連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各四半期連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

(2) 当連結会計年度末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通り財務制限

条項が付されております。

2024年４月25日契約（当連結会計年度末残高1,964,545千円）

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

(3) 当連結会計年度末の借入金のうち、当社と複数の金融機関との間で締結するシンジケートローン契約には以下の

通り財務制限条項が付されております。

2024年７月26日契約（当連結会計年度末残高10,000,000千円）

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

(4) 当連結会計年度末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通り財務制限

条項が付されております。

2025年３月31日契約（当連結会計年度末残高1,400,000千円）

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

当第１四半期連結会計期間（2025年６月30日）

(1) 当第１四半期連結会計期間末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通

り財務制限条項が付されております。

2023年11月10日契約（当第１四半期連結会計期間末残高1,331,730千円）

①各四半期連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各四半期連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

(2) 当第１四半期連結会計期間末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通

り財務制限条項が付されております。

2024年４月25日契約（当第１四半期連結会計期間末残高1,963,896千円）

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。
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(3) 当第１四半期連結会計期間末の借入金のうち、当社と複数の金融機関との間で締結するシンジケートローン契約

には以下の通り財務制限条項が付されております。

2024年７月26日契約（当第１四半期連結会計期間末残高10,000,000千円）

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

(4) 当第１四半期連結会計期間末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通

り財務制限条項が付されております。

2025年３月31日契約（当第１四半期連結会計期間末残高1,400,000千円）

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

(5) 当第１四半期連結会計期間末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通

り財務制限条項が付されております。

2025年５月14日契約（当第１四半期連結会計期間末残高5,000,000千円）

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

(6) 当第１四半期連結会計期間末の借入金のうち、当社と取引銀行との間で締結する金銭消費貸借契約には以下の通

り財務制限条項が付されております。

2025年５月23日契約（当第１四半期連結会計期間末残高10,000,000千円）

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を正の値に維持すること。

②各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される現預金の合計金額を30億円以上に維持すること。

前第１四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

減価償却費 25,479千円 47,397千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りであります。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2024年４月１日　至2024年６月30日）

　当社グループは、月面開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2025年４月１日　至2025年６月30日）

　当社グループは、月面開発事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループの属する宇宙関連ビジネスはグローバル・ベースで、継続的かつ加速度的に拡大していくものと見込

まれており、この産業の潮流に対応するために必要な技術確立が急がれる状況です。多額の先行研究開発投資と長期

の開発期間を要する宇宙関連機器の開発に従事していることから、当社は現在のところすべての開発投資を補うため

の収益は生じておらず、継続的な営業損失の発生及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上していることから、

当第１四半期連結会計期間末時点において、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ております。当該事象又は状況を解消し、安定的な事業収益が創出されるまでの間、下記を重要な課題として取り組

んでおります。

　ただし、当該重要事象等を解決するための対応策を実施していることから、継続企業の前提に関する重要な不確実

性は認められないと判断しております。

①研究開発の推進

　米国での初の打上げとなるミッション３及び日本で商業用の新たなモデルを使用するミッション４に向けて、打上

事業者による打上機会を確保すると同時に、開発スケジュール、開発コスト及び開発クオリティを厳格に管理するこ

とで、ランダー及びローバーの開発を着実に進めてまいります。

②顧客の開拓

　当社が事業収益を獲得するために必要なランダー及びローバーは開発途上にあります。また当社が事業収益を見込

む市場は、現在グローバルでも草創期に当たります。当社では現在ミッション３からミッション６までの顧客からの

潜在的受注を確認していますが、事業収益の安定化に向けて引き続き中長期的に持続可能な顧客市場を開拓してまい

ります。

③人材の確保

　当社はランダー及びローバーの研究開発を遂行するために、継続して多様な開発領域について高度な専門性と能力

を備えた人材を国内外から雇用しております。

　また、急速に従業員数が拡大する組織の中において、各人材がその能力を最大限に発揮することが可能な環境を整

えるための取り組みを引き続き行ってまいります。

④成長に対応した内部統制の構築と適切な運用

　今後の事業運営及び業容拡大に対応すべく、必要な業務プロセス、財務・経理上の体制、労務管理、子会社管理、

セキュリティ管理等を整備する等、当社の成長に対応した内部統制の構築及び運用の実施を引き続き行ってまいりま

す。

⑤中長期的な成長資金の確保

　当社にとって、安定的な事業収益化を目指す上で将来的に継続的なミッションの実現が必要であり、そのための必

要資金を着実に確保することが重要です。当社ではこれまで、無担保転換社債型新株予約権付社債の発行、第三者割

当増資、金融機関からの借入、クラウドファンディング、公募増資等によって資金調達をしてまいりましたが、今後

も、ミッション推進のために機動的な資金調達の可能性を適時検討してまいります。

　また、当社はミッション１に関して三井住友海上火災保険株式会社との間で損害保険契約を締結しミッション１に

おいて保険金を受領しております。当社は保険によるリスク低減も財務安全性確保のための一つの手段として認識し

ており、ミッション３以降も保険の利用を検討しております。なお、ミッション２においては、その保険責任範囲外

であるため、保険金の受領は見込んでおりません。

　金融機関からの借入については、2024年３月期には複数行より総額75億円の融資契約を締結しており、2025年３月

期には複数行より借換も含めて総額179億円の融資契約を締結しております。また、当第１四半期連結会計期間にお

いても155億円の融資契約を締結しております。

　加えて、第三者割当増資について、2024年10月にはCVI Investments, Inc.との間でのEquity Program Agreement

を締結し第三者割当増資による新株式及び新株予約権を発行しております。
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